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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 百万円単位で表示している金額については、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

また、(1)連結経営指標等の第72期中間期及び第72期並びに(2)提出会社の経営指標等の第72期の潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益については、1株当たり中間(当期)純損失であり、また潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第8号）を適用しております。 

５ 当中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲載される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位をもって記載することに変更いたし

ました。 

 なお、比較を容易にするため、第73期以前についても百万円単位に組替え表示しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等
売上高 (百万円) 11,623 12,409 12,801 22,565 24,498
経常利益 (百万円) 608 308 490 346 593
中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △75 93 276 △1,525 213

純資産額 (百万円) 29,990 28,461 28,721 28,412 28,544
総資産額 (百万円) 41,370 40,880 39,053 40,555 38,746
１株当たり純資産額 (円) 634.39 602.68 606.44 601.12 604.65
１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(円) △1.59 1.98 5.86 △32.51 4.53

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 72.5 69.6 73.0 70.1 73.7
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △183 1,669 1,842 214 2,722

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,453 △531 △659 △4,494 △906

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,950 △516 △898 4,486 △2,232

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,498 3,025 2,314 2,385 2,018

従業員数 (名) 456 481 467 467 475
(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (百万円) 11,113 12,205 12,500 21,861 24,206
経常利益 (百万円) 652 334 451 676 822
中間(当期)純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 71 126 241 △1,102 381

資本金 (百万円) 5,562 5,562 5,562 5,562 5,562
発行済株式総数 (千株) 48,391 48,391 48,391 48,391 48,391
純資産額 (百万円) 30,237 28,956 29,118 28,921 29,188
総資産額 (百万円) 41,451 40,846 39,459 40,890 39,230
１株当たり純資産額 (円) 639.62 613.14 619.62 611.96 618.29
１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
当期純損失(△)

(円) 1.51 2.68 5.12 △23.48 8.07

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 5.00 4.00 4.00 9.00 8.00
自己資本比率 (％) 72.9 70.9 73.8 70.7 74.4
従業員数 (名) 370 393 394 363 399



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、平成18年10月1日にこれまで持分法適用会社でありました富士化水工業株式会社のＡ種優先株

式を普通株式に転換し、同社を連結子会社としました。また平成18年10月31日に戸田フェライトコリア

株式会社を設立しました。内容については、「第５ 経理の状況 １.中間連結財務諸表等 (1)中間連

結財務諸表 （重要な後発事象）」及び「第５ 経理の状況 ２.中間財務諸表等 (1)中間財務諸表

（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在の従業員数(就業人員)は、394名であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

現在、全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟に加入している組合員220名と、日本化学エ

ネルギー産業労働組合連合会に加入している組合員43名の二系列の組合があります。組合結成以来、労

使の関係はおおむね安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称

酸化鉄事業 電池材事業 その他の事業
販売及び
共通部門

合計

従業員数(名) 301 57 29 80 467



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

国内経済は、前年度に引き続いて企業収益の改善や民間設備投資の拡大、雇用・所得の環境改善によ

る個人消費の底堅さなど、拡大基調で推移しました。しかしながら、原油をはじめとした原燃料価格の

高止まりやゼロ金利解除に伴う金利の上昇懸念などが企業収益の圧迫要因となっており、景気の先行き

に一抹の不安を与えています。 

 このような状況のもと、当社グループでは、近年リチウムイオン電池正極材料や環境関連事業等の新

規事業の開拓に注力してまいりました。その成果として、事業構造の転換が順調に進展し、業績にも反

映されてきています。 

 上記の新規事業を中心とした積極的な営業活動の結果として、当中間連結会計期間の売上高は、前年

同期比3.2％増の12,801百万円となりました。増収効果に加え、前年度から続く世界的な原燃料価格の

高騰を徹底したコスト削減努力で吸収し、経常利益は前年同期比59.1％増の490百万円、中間純利益は

前年同期比195.7％増の276百万円となっています。 

  

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、以下のとおりです。 

  

酸化鉄事業 

フェライト材料については、電子部品関係が堅調に推移したことに加え、電磁環境関連の需要増も

ありました。その結果、売上高は、前年同期比10.8％の増加となりました。 

 磁性粉末材料については、デジタル用途は堅調ながら、アナログ用磁性粉末材料の売上が引き続き

大幅に減少しており、前年同期比15.4％の減少となりました。 

 各種着色材料については、一般着色用材料は公共工事の回復の遅れ等の影響で停滞気味に推移した

ものの、電子印刷材料が引き続いて堅調に推移した結果、売上高は、前年同期比0.6％の増加となり

ました。 

 以上より、酸化鉄事業全体の売上高は、9,252百万円(前年同期比1.0％減)、営業利益1,365百万円

(前年同期比16.5％減)となりました。 

 今後も、酸化鉄事業の効率化の徹底を図り、一層のコスト競争力の強化を図るとともに、製品の高

品質化、高機能アプリケーションへの展開等により、経営体質の強化に努めて行きます。 

  

電池材事業 

リチウムイオン電池正極材料は、引き続いて売上が拡大し、当中間連結会計期間の売上高は前年同

期比69.8％増の2,623百万円となりました。売上の拡大に伴い収益構造の改善も進展し、営業損失は

178百万円（前年同期は営業損失613百万円）と損失幅は大幅に縮小しています。 

 今後は、一層の拡販に努めるとともに、生産プロセスの見直しを行うことにより、コスト低減に努

め、利益体質への転換を図って行きます。 

  



その他の事業 

その他の事業の主体は環境関連事業です。 

 鉛対策としての合成樹脂用安定剤の拡販や、VOCによる土壌汚染問題で注目を集めている土壌改質

等のソリューション事業は前年同期比で増加してきています。一方、利益率が低い半導体製造装置・

部品の売上が大きく減少した結果、売上高は925百万円(前年同期比38.9％減)、営業損失17百万円(前

年同期は営業損失76百万円)となっています。 

 今後は環境事業を主体に拡販活動を強化し、自治体及び企業等の環境問題に対するソリューション

の提供に鋭意努力して行きます。 

  

②所在地別セグメントの業績を示すと、以下のとおりです。 

外部顧客向けの売上高は、日本11,379百万円(前年同期比2.2％増)、ドイツ196百万円(前年同期比

0.5％減)、アメリカ1,002百万円(前年同期比3.4％増)、中国223百万円（前年同期比117.2％増）となっ

ています。営業利益に関しては、日本272百万円、ドイツ9百万円、アメリカ25百万円、中国12百万円と

なっています。 

 日本及びアメリカでは、電池材事業をはじめとした新規事業の拡販が寄与し、既存品も堅調に推移し

たことで増収となっています。また、中国も現地での事業が順調に拡大し、売上高は大幅に増加してい

ます。前年同期に大きく売上高が減少したドイツは、前年並みの売上を確保し、縮小傾向に歯止めをか

けた状況です。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、2,314百万円とな

り、前中間連結会計期間末と比べ710百万円減少いたしました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは1,842百万円と、前年同期と比べ173百万円の増加となりまし

た。これは、当中間連結会計期間において原燃料確保等のため、たな卸資産が増加したものの、仕入債

務の増加、債権流動化の取組みによる売上債権の減少、及び当中間連結会計期間の税金等調整前中間純

利益が前年同期比で増加したこと等によります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは△659百万円と、前年同期と比べ128百万円の減少となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得等の支出が、前年同期より増加したことによります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、△898百万円と、前年同期と比べ382百万円の減少となりまし

た。これは主に、当中間連結会計期間に借入金返済を前年同期比で増額したことによります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 1. 金額は平均販売価格によっております。 

2. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(2) 受注実績 

当社グループは見込生産によっておりますので、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注)１ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合  

 
    ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループでは、酸化鉄を基軸とした事業展開を図ってきました。現在は、事業構造の転換を推進

し、継続的かつ発展的な成長を図っており、酸化鉄で培った技術を他の素材にも展開し、新規事業の創

出を積極的に図って行きます。現在、リチウムイオン電池正極材料、電子部品用材料、環境関連事業等

への経営資源の投入を積極的に加速し、新規事業の基盤整備を図っています。 

 さらに、平成18年10月1日付けで富士化水工業㈱を子会社化したことにより、シナジー効果の追求にも

注力して行きます。 

 一方、今後の大きな成長が期待されない市場、競争が激化する市場においては、計画的で徹底したコ

スト削減を図り、利益確保を目指しています。そのために、中国をはじめとする海外への生産・販売拠

点の充実にも取り組むなどして、市場のグローバル化に適切に対応して行きます。 

 また、環境問題は化学メーカーとして存続していくためには避けて通れない重要な課題と捉えていま

す。引き続きゼロエミッションの達成に向けた取り組みを継続して行きます。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

酸化鉄事業 9,061 ＋0.8

電池材事業 2,703 ＋71.8

その他の事業 350 ＋29.0

合計 12,114 ＋11.9

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

酸化鉄事業 9,252 △1.0

電池材事業 2,623 ＋69.8

その他の事業 925 △38.9

合計 12,801 ＋3.2

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

ソニー㈱ 1,480 11.9 2,492 19.5



４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、当社が主として行っています。 

当社の研究開発活動は、開発競争のグローバル化の中で、開発スピードを高めるために、社外の関連

研究施設や大学との連携に努めながら、創造本部を中心に、各事業所及び社内カンパニーの商品開発部

門が協力して、顧客ニーズ優先の商品開発と次世代商品の基礎開発を行っております。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発活動の概況は次のとおりです。 

  

酸化鉄事業 

磁性粉末材料については、デジタル化への社会的なニーズに対して、磁気記録の一層の高密度化に必

要な超微粒子メタルの開発を行い、市場展開を着実に進めております。非磁性下層材においても、当社

グループ独自の技術で超微粒子、かつ高分散性の材料を商品化し、顧客ニーズを先取りした開発を行っ

ております。また、次世代の高密度記録に要求される新規材料に対しても、社外の研究機関との協力も

含め、積極的な開発を展開して実用化を目指しております。 

 フェライト材料については、低温焼結ソフトフェライト等のＥＭＣ・ＩＴＳ材料の開発及びハードフ

ェライト、希土類磁石とそれらの加工技術を開発し実用化しております。特に近年はＥＭＣ・ＩＴＳ材

料、希土類磁石の開発を積極的に進め、異方性磁石に用いられる射出成型用サマリウム系磁性粉の開発

に成功しました。各種金属をベースにしたノイズ抑制シートの実用化や、ユビキタス時代への対応とし

て、当社グループ独自の新方式のアンテナシステムによるＩＣタグを開発し市場に展開しております。

電子印刷用キャリア材でも当社グループ独自技術である重合樹脂キャリア材の実用化が進展し、顧客ニ

ーズを先取りした開発を行っております。当中間連結会計期間には、大竹事業所の重合樹脂キャリア材

の製造設備を増強し、市場への供給体制をさらに拡充いたしました。 

 各種着色材料については、非磁性黒色顔料、透明酸化鉄顔料及び耐熱性黄色顔料を開発しておりま

す。電子印刷用着色材料分野では、高速、高画質マシンを狙った新規材料を逐次商品化しております。

着色顔料においてもハイブリッド技術を応用したナノサイズの新機能材料（デジットカラー）の開発を

行い、当中間連結会計期間には化粧品向けの採用も決まりました。他の用途として電子産業分野での実

用化も順次進んでおります。 

  

電池材事業 

電池材料についてはリチウムイオン電池正極材料の開発を主に行っております。材料としてはコバル

ト酸リチウム、マンガン酸リチウムとニッケル酸リチウム及びその複合系の開発を行っております。ま

た安全性・コスト面から将来有望視されている鉄系の正極材料の開発にも着手しております。当社グル

ープのリチウムイオン電池正極材料は、酸化鉄製造技術で培った独自の湿式合成技術を用いて、他社に

ない製造方法で生産しており、各々のリチウムイオン電池正極材料において用途別の商品開発を行い、

携帯機器用のみならず自動車用等を含めたリチウムイオン電池正極材料の多様化に対応しております。

  



その他の事業 

環境保全、クリーンエネルギー分野では鉛代替塩ビ安定剤の事業化を行い、燃料電池用の触媒及び電

極材料の開発を行っております。当中間連結会計期間から国立大学の研究機関と「木質バイオマスを有

効利用した水素エネルギー生産システム」の実用化に向けて取り組みを開始いたしました。 

 さらに環境関連分野におきましても、活性フェロキサイドを中心に焼却炉のダイオキシン低減、ダイ

オキシン抑制ゴミ袋の商品化、大気浄化用触媒の開発等、さらなる高機能化（農業用保温材・カラス除

けゴミ袋）への取り組みを行っております。 

 また汚染土壌の改質についても当社グループ独自の材料を各種商品化し、各案件に適した技術サービ

スを提供し、海外においても高い評価を得るなど、顧客ニーズにあった新製品の開発を行っておりま

す。 

  

高度情報化社会に対応して小型高容量のセラミックコンデンサー用誘電体材料の開発等を行っており

ます。誘電体材料では超微粒子のナノチタン酸バリウムの開発を行い、市場ニーズに対応した生産体制

を確立し市場に展開しております。微粒子及び各種ナノ粒子のコアー材に無機・有機物のコーティング

処理を施し、新しい機能を付与するハイブリッド技術におきましても、コアー材を金属・酸化物等の各

種材料で置き換えることにより、各分野で期待される新機能材料の開発を進めております。これら開発

品の一部は既に商品化され、今後も新製品の市場投入に取り組んで行きます。 

  

次世代技術であるナノテクノロジーの分野では、ナノ金属、ナノ磁性微粒子の研究開発を積極的に進

めております。ナノ金属では導電性材料や抗菌材として使用される銀ナノ粒子を開発しており、大竹事

業所内のパイロットプラントで事業化を進めております。 

 ナノ磁性微粒子はがん温熱免疫療法として共同開発を進めており、その他の医学医療用の最先端の分

野で材料開発を行っております。 

  

当中間連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は223百万円であります。 

また当中間連結会計期間における当社が所有する特許の件数は、国内166件、海外219件、出願もしく

は審査中の件数は海外を含めると791件となっております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた大竹事業所（広島県大竹市）の酸化鉄事業に係る生産設備を拡充する

計画については、その事業計画の見直し等により完成予定年月を平成18年8月から平成18年11月に変更い

たしました。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

該当事項はありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 193,000,000

計 193,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 48,391,922 48,391,922
東京証券取引所
(市場第１部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 48,391,922 48,391,922 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 48,391,922 ― 5,562 ― 15,552



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,479千株 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社     1,125千株 

２ 上記のほか当社所有の自己株式 1,397千株（2.89%）があります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式964株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

戸 田 俊 行 東京都港区 7,091 14.65

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,479 5.12

株式会社広島銀行 広島県広島市中区紙屋町一丁目３番８号 2,274 4.70

バンク オブ ニューヨーク 
ヨーロッパ リミテッド 
ルクセンブルグ 131800 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行）

６D ROUTE DE TREVES L-2633
SENNINGERBERG 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

2,045 4.23

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,204 2.49

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,125 2.32

高 橋 由 紀 子 東京都世田谷区 1,029 2.13

トダライフマネジメント 
株式会社

広島県広島市中区舟入南四丁目１番２号 964 1.99

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 902 1.86

株式会社中国銀行 岡山県岡山市丸の内一丁目15番20号 900 1.86

計 ― 20,014 41.36

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,397,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 46,341,000 46,341 同上

単元未満株式  
普通株式 653,922 ― 同上

発行済株式総数 48,391,922 ― ―

総株主の議決権 ― 46,341 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権３個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
戸田工業株式会社

広島市南区的場町一丁目2番21号 1,397,000 ― 1,397,000 2.9

計 ― 1,397,000 ― 1,397,000 2.9

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 564 525 485 493 485 485

最低(円) 503 462 411 437 440 447



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸

表等規則に基づいて作成しています。 

  

(3) 当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲載される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位

で記載していましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位をもって記載すること

に変更いたしました。 

なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間、前連結会計年度、前中間会計期間及び前事業年

度についても百万円単位に組替え表示しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けてい

ます。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,025 2,314 2,018

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 7,572 6,978 7,675

 ３ たな卸資産 4,981 4,758 4,284

 ４ その他 1,186 652 691

 ５ 貸倒引当金 △173 △ 179 △ 177

   流動資産合計 16,592 40.59 14,524 37.19 14,493 37.41

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び構築物 ※２ 5,244 5,198 5,325

  ２ 機械装置及び 
    運搬具

※２ 7,135 6,504 6,778

  ３ 土地 5,867 5,867 5,867

  ４ 建設仮勘定 282 1,102 410

  ５ その他 ※２ 382 18,911 401 19,075 384 18,766

 (2) 無形固定資産 155 97 115

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 3,462 3,652 3,674

  ２ その他 1,921 1,907 1,911

  ３ 貸倒引当金 △162 5,221 △ 203 5,356 △ 214 5,371

   固定資産合計 24,288 59.41 24,529 62.81 24,252 62.59

   資産合計 40,880 100.00 39,053 100.00 38,746 100.00



前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 2,064 2,223 1,855

２ 短期借入金 4,300 2,200 2,800

３
一年以内返済予定の  

長期借入金
― 1,000 ―

４ 未払法人税等 48 141 148

５ 賞与引当金 304 215 282

６ 役員賞与引当金 ― 4 ―

７ その他 1,963 1,802 1,227

   流動負債合計 8,680 21.23 7,587 19.43 6,313 16.30

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 1,500 500 1,500

２ 退職給付引当金 1,972 2,215 2,129

３ その他 29 29 29

   固定負債合計 3,501 8.57 2,745 7.03 3,659 9.44

   負債合計 12,181 29.80 10,332 26.46 9,973 25.74

少数株主持分

  少数株主持分 236 0.58 ― ― 228 0.59

資本の部

Ⅰ 資本金 5,562 13.60 ― ― 5,562 14.36

Ⅱ 資本剰余金 15,553 38.05 ― ― 15,553 40.14

Ⅲ 利益剰余金 7,394 18.09 ― ― 7,285 18.80

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

342 0.84 ― ― 517 1.34

Ⅴ 為替換算調整勘定 103 0.25 ― ― 128 0.33

Ⅵ 自己株式 △494 △1.21 ― ― △ 503 △ 1.30

   資本合計 28,461 69.62 ― ― 28,544 73.67

   負債、少数株主 
   持分及び資本合計

40,880 100.00 ― ― 38,746 100.00



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

純資産の部

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 5,562 ―

 ２ 資本剰余金 ― 15,553 ―

 ３ 利益剰余金 ― 7,367 ―

 ４ 自己株式 ― △ 601 ―

   株主資本合計 ― ― 27,881 71.39 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 493 ―

 ２ 為替換算調整勘定 ― 124 ―

   評価・換算差額等合計 ― ― 617 1.58 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 221 0.57
―

―

   純資産合計 ― ― 28,721 73.54 ― ―

   負債及び純資産合計 ― ― 39,053 100.00 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 12,409 100.00 12,801 100.00 24,498 100.00

Ⅱ 売上原価 10,431 84.06 10,696 83.56 20,592 84.06

   売上総利益 1,977 15.94 2,104 16.44 3,906 15.94

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売運賃 474 470 943

 ２ 従業員給料手当 259 292 590

 ３ 賞与引当金繰入額 74 37 53

 ４ 退職給付費用 41 36 80

 ５ 研究開発費 220 223 425

 ６ その他 675 1,745 14.07 680 1,740 13.60 1,397 3,490 14.24

   営業利益 232 1.87 364 2.84 415 1.70

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 13 28 18

 ２ 受取配当金 10 13 18

 ３ 持分法による投資利益 ― 54 ―

 ４ 為替差益 67 ― 117

 ５ 有価廃棄物収入 ― 27 ―

 ６ 雑収入 53 144 1.17 41 163 1.28 106 261 1.07

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 18 14 34

 ２ 持分法による 
   投資損失

32  ― 21

 ３ 為替差損 ― 11 ―

 ４ 雑損失 16 68 0.55 11 37 0.29 27 82 0.34

   経常利益 308 2.49 490 3.83 593 2.43

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※1 19 ― 21

 ２ 災害補償金収入 124 ― 124

 ３ 貸倒引当金戻入額 4 3 ―

 ４ その他 ― 147 1.19 ― 3 0.03 158 304 1.24

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※2 18 27 39

 ２ 減損損失 21 ― 21

 ３ 投資有価証券売却損 ― 2 ―

 ４ 投資有価証券評価損 1 5 89

 ５ 役員退職金 35 27 35

 ６ 貸倒引当金繰入額 136 213 1.73 11 74 0.58 188 374 1.53

   税金等調整前中間  
   (当期)純利益

242 1.95 419 3.28 523 2.14

   法人税、住民税 
   及び事業税

29 106 276

   法人税等調整額 113 143 1.16 44 151 1.18 38 315 1.29

    少数株主利益又は   
    少数株主損失(△)

5 0.04 △ 7 △ 0.06 △ 6 △ 0.02

   中間(当期)純利益 93 0.75 276 2.16 213 0.87



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
 ※ 中国子会社の利益処分による配当決議に伴う従業員賞与であります。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 15,553 15,553

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 ― ― 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

15,553 15,553

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,504 7,504

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 93 93 213 213

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 188 377

 ２ 役員賞与 10 10

 ３ その他 ※ 3 203 44 432

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

7,394 7,285



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
 ※ 中国子会社の利益処分による配当決議に伴う従業員賞与であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,562 15,553 7,285 △ 503 27,897

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 188 △ 188

 中間純利益 276 276

 自己株式の取得 △ 97 △ 97

 自己株式の処分 0 0 0

 その他 ※ △ 5 △ 5

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 82 △ 97 △ 15

平成18年９月30日残高(百万円) 5,562 15,553 7,367 △ 601 27,881

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 517 128 646 228 28,772

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 188

 中間純利益 276

 自己株式の取得 △ 97

 自己株式の処分 0

 その他 ※ △ 5

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△ 24 △ 4 △ 29 △ 6 △ 36

中間連結会計期間中の変動額合計  
(百万円)

△ 24 △ 4 △ 29 △ 6 △ 51

平成18年９月30日残高(百万円) 493 124 617 221 28,721



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 242 419 523

 ２ 減価償却費 978 919 1,904

 ３ 減損損失 21 ― 21

 ４ 各種引当金の増減額 202 7 386

 ５ 受取利息及び受取配当金 △ 23 △ 41 △ 36

 ６ 支払利息 18 14 34

 ７ 投資有価証券評価損 1 5 89

 ８ 有形固定資産除却損 18 27 39

 ９ 売上債権の増減額 7 707 △ 69

 10 たな卸資産の増減額 △ 155 △ 472 564

 11 仕入債務の増減額 342 602 △ 467

 12 法人税等未還付額の増減額 △ 2 ― △ 3

 13 災害補償金収入 △ 124 ― △ 124

 14 その他 175 △ 235 41

    小計 1,705 1,955 2,905

 15 災害補償金の受取額 124 ― 124

 16 法人税等の支払額 △ 159 △ 112 △ 307

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,669 1,842 2,722

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 利息及び配当金の受取額 19 60 36

 ２ 投資有価証券の取得による支出 △ 1 △ 1 △ 3

 ３ 投資有価証券の売却による収入 3 3 8

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △ 534 △ 768 △ 988

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △ 0 △ 4 △ 0

 ６ その他 △ 16 51 40

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 531 △ 659 △ 906

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 △ 300 △ 600 △ 1,800

 ２ 利息の支払額 △ 16 △ 12 △ 34

 ３ 配当金の支払額 △ 188 △ 188 △ 377

 ４ 自己株式の取得による支出 △ 9 △ 97 △ 18

 ５ その他 △ 1 0 △ 0

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 516 △ 898 △ 2,232

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 17 11 50

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 640 295 △ 366

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,385 2,018 2,385

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

  (期末)残高
3,025 2,314 2,018



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ８社

   連結子会社の名称

    戸田工業ヨーロッパGmbH

    戸田アメリカINC.

    戸田ピグメント㈱

    戸田マテリアル㈱

    轡㈲

    戸田塑磁材料(浙江)有限公

司

    ㈱トダドットコム

    徳清戸田三峰顔料有限公司

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ８社

   連結子会社の名称

    戸田工業ヨーロッパGmbH

    戸田アメリカINC.

    戸田ピグメント㈱

    戸田マテリアル㈱

    轡㈲

    戸田塑磁材料(浙江)有限公

司

    ㈱トダドットコム

    徳清戸田三峰顔料有限公司

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ８社

   連結子会社の名称

    戸田工業ヨーロッパGmbH

    戸田アメリカINC.

    戸田ピグメント㈱

    戸田マテリアル㈱

    轡㈲

    戸田塑磁材料(浙江)有限公

司

    ㈱トダドットコム

    徳清戸田三峰顔料有限公司

 (2) 非連結子会社名

    ㈲三実産業

    クツワ化工㈱

    戸田プラネット㈱

  連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社３社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。

 (2) 非連結子会社名

    クツワ化工㈱

    

    

  連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社クツワ化工㈱は

小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。

 (2) 非連結子会社名

    ㈲三実産業

    クツワ化工㈱

    戸田プラネット㈱

  連結の範囲から除いた理由

   非連結子会社３社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。

   なお、㈲三実産業及び戸田プ

ラネット㈱の２社は当連結会計

年度中に清算結了いたしまし

た。

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社数 

    ３社 

   会社の名称 

    徳清華源顔料有限公司 

    富士化水工業㈱ 

    HUMANELECS CO.,LTD

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社数 

    ３社 

   会社の名称 

    徳清華源顔料有限公司 

    富士化水工業㈱ 

    HUMANELECS CO.,LTD

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社数 

    ３社 

   会社の名称 

    徳清華源顔料有限公司 

    富士化水工業㈱ 

    HUMANELECS CO.,LTD



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称

    ㈲三実産業

    クツワ化工㈱

    戸田プラネット㈱

    AUDAVI Corporation

    浙江東磁戸田磁業有限公司

    トダ・シーマナノテクノロ

ジー㈱

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称

    クツワ化工㈱

    AUDAVI Corporation

    浙江東磁戸田磁業有限公司

    トダ・シーマナノテクノロ

ジー㈱

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称

    ㈲三実産業

    クツワ化工㈱

    戸田プラネット㈱

    AUDAVI Corporation

    浙江東磁戸田磁業有限公司

    トダ・シーマナノテクノロ

ジー㈱

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社は、それ

ぞれ中間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。

   持分法を適用しない理由

同左

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社は、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。

 (3) 持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項

    持分法適用会社のうち、中

間決算日が異なる会社につい

ては、当該会社の中間会計期

間等に係る中間財務諸表等を

使用しております。

 (3) 持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項

同左

 (3) 持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項

    持分法適用会社のうち、決

算日が異なる会社について

は、当該会社の事業年度等に

係る財務諸表を使用しており

ます。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社のうち、戸田塑磁材

料(浙江)有限公司及び徳清戸田三

峰顔料有限公司の中間決算日は６

月30日であります。

  中間連結財務諸表を作成するに

当たっては、同日現在の中間財務

諸表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

  連結子会社のうち、戸田塑磁材

料(浙江)有限公司及び徳清戸田三

峰顔料有限公司の決算日は12月31

日であります。

  連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

  中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算

定）

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

  中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により

算定）

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

  連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

    時価のないもの

  移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

  ② たな卸資産

    先入先出法による原価法

  ② たな卸資産

    総平均法による原価法

 （会計方針の変更） 

 仕入価格の変動を平準化する

ことで、たな卸資産をより適正

に評価するため、先入先出法に

よる原価法から総平均法による

原価法に変更いたしました。こ

の変更により、従来の方法に比

べ営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は42百万円

減少しています。

  ② たな卸資産

     先入先出法による原価法

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    定額法によっております。

    なお、耐用年数及び残存価

額については、主として法人

税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

  ② 無形固定資産

    定額法によっております。

なお、償却年数について

は、主として法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

    ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

  ② 無形固定資産

同左

  ② 無形固定資産

同左

  ③ 長期前払費用

    均等償却をしております。

なお、償却期間について

は、主として法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

  ③ 長期前払費用

同左

  ③ 長期前払費用

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。なお、在外の子

会社は貸倒見積額を計上して

おります。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

    従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。

  ② 賞与引当金

同左

  ② 賞与引当金

同左

       ―――   ③ 役員賞与引当金

    役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当連結

会計年度における支給見込額

に基づき、当中間連結会計期

間に見合う分を計上しており

ます。

   （会計方針の変更）

   当中間連結会計期間より「役

員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11

月29日 企業会計基準第４号）

を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は4百万円減少しております。

       ―――

  ④ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。なお、在外

の子会社は計上しておりませ

ん。

    数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)によ

る按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度より費用処理し

ております。

  ④ 退職給付引当金

同左

  ④ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。なお、在外の子会

社は計上しておりません。

    数理計算上の差異について

は各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による

按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理して

おります。



 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財務

諸表の作成に当たって採用した

重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。

 (4) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財務

諸表の作成に当たって採用した

重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて

おります。

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の作

成に当たって採用した重要な外

貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

        同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

        同左

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

    同左

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

    同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資でありま

す。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

    同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

     同左



会計方針の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

       ――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）並びに改正後の「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日  企業会

計基準第１号）及び「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企

業会計基準適用指針第２号）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は28,449百万円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

       ―――

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は21百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該資産の金額から直接控

除しております。

       ――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利

益は21百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しております。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

―――

 

 

 

 

 

 

―――

 

 

 

 

 

 

（中間連結損益計算書）

 前中間連結会計期間において営業外収益の「雑収入」

（前中間連結会計期間５百万円）に含めて表示してお

りました「有価廃棄物収入」については、営業外収益

の100分の10超となったため、当中間連結会計期間より

区分掲記しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

 前中間連結会計期間まで区分掲記していた営業活動に

よるキャッシュ・フローの「法人税等未還付額の増減

額」(当中間連結会計期間△１百万円）は重要性が低い

ため、当中間連結会計期間より「その他」に含めて表

示しております。



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

34,547百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

36,054百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

35,318百万円

 

※２ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている

国庫補助金の圧縮記帳額は次の

とおりであります。

建物及び 
構築物

0百万円

機械装置及び 
運搬具

42百万円

その他 95百万円
 

※２ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている

国庫補助金の圧縮記帳額は次の

とおりであります。

建物及び
構築物

0百万円

機械装置及び
運搬具

42百万円

その他 100百万円
 

※２ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている

国庫補助金の圧縮記帳額は次の

とおりであります。

建物及び
構築物

0百万円

機械装置及び 
運搬具

42百万円

その他 100百万円

       ――― ※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

おります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が、金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が、中間連結会計期

間末残高に含まれております。

       ―――

受取手形      5百万円

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却益の内訳

土地 19百万円

      ―――

   

      ―――

 

※２ 固定資産処分損の内訳

建物及び 
構築物

0百万円

機械装置及び 
運搬具

15百万円

撤去工事費 0百万円

その他 1百万円

 計 18百万円
 

※２ 固定資産処分損の内訳

建物及び
構築物

4百万円

機械装置及び
運搬具

20百万円

撤去工事費 2百万円

その他 1百万円

 計 27百万円

※２ 固定資産処分損の内訳

建物及び
構築物

3百万円

機械装置及び 
運搬具

24百万円

投資その他の 
資産その他

3百万円

撤去工事費 7百万円

 計 39百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議に基づく買取りによる増加 200千株 

 単元未満株式の買取りによる増加     13千株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の市場への処分による減少   0千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 48,391 － － 48,391

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 1,184 213 0 1,397

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 188 4 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 187 4 平成18年９月30日 平成18年12月８日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 3,025百万円

現金及び 
現金同等物

3,025百万円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 2,314百万円

現金及び 
現金同等物

2,314百万円

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金 2,018百万円

現金及び
現金同等物

2,018百万円



（リース取引関係） 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

1,114 465 649

有形固定 
資産「そ
の他」 
(工具器 
具及び 
備品)

202 99 102

合計 1,317 564 752

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産等の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

1,690 720 970

有形固定 
資産「そ
の他」 
(工具器 
具及び 
備品)

130 61 68

合計 1,821 782 1,038

 (注)    同左
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

1,690 601 1,089

有形固定
資産「そ
の他」 
(工具器 
具及び 
備品)

208 119 89

合計 1,899 720 1,178

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 203百万円

１年超 549百万円

合計 752百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 258百万円

１年超 780百万円

合計 1,038百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 269百万円

１年超 908百万円

合計 1,178百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産等の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1) 支払リース料 92百万円

(2) 減価償却費相当額 92百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1) 支払リース料 173百万円

(2) 減価償却費相当額 173百万円

３ 支払リース料及び減価償却費 

相当額

(1) 支払リース料 242百万円

(2) 減価償却費相当額 242百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



（有価証券関係） 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) ①株式について前連結会計年度末において5百万円減損処理を行っております。 

なお、①株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、時価の

推移等により回復可能性を検討し、判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 非上場株式について前中間連結会計期間末において1百万円、当中間連結会計期間末において5百万円、前連結

会計年度において83百万円減損処理を行っております。 

なお、非上場株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、発行会社の財務諸表に基づく実質価額と取得原価との

比較により、判断しております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

取得原価

(百万円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額

(百万円)

取得原価

(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額

(百万円)

取得原価

(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額

(百万円)

その他有価証券

 ① 株式 1,389 1,961 572 1,383 2,201 817 1,390 2,246 855

 ② 債券

   国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

   社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

   その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 96 99 2 90 100 10 93 101 8

計 1,485 2,060 575 1,474 2,302 828 1,484 2,347 863

内容

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

連結貸借対照表 
計上額(百万円)

その他有価証券

非上場株式 159 73 78

その他 15 11 11

計 175 84 90

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

  当社グループはデリバティブ取

引を行っていないため、該当事項

はありません。

同左 同左



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

   

 
(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

  (1) 酸化鉄事業‥‥‥‥‥磁性粉末材料、フェライト材料、各種着色材料 

  (2) 電池材事業‥‥‥‥‥二次電池正極材料 

  (3) その他の事業‥‥‥‥ダイオキシン抑制システム、土壌改質剤、合成樹脂用安定剤、半導体装置等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(804百万円)の主なものは、親会社の本社

管理部門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   

 
(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

  (1) 酸化鉄事業‥‥‥‥‥磁性粉末材料、フェライト材料、各種着色材料 

  (2) 電池材事業‥‥‥‥‥リチウムイオン電池正極材料 

  (3) その他の事業‥‥‥‥ダイオキシン抑制システム、土壌改質剤、合成樹脂用安定剤、半導体装置等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(842百万円)の主なものは、親会社の本社

管理部門に係る費用であります。 

  

酸化鉄事業 
 

(百万円)

電池材事業
 

(百万円)

その他の事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,350 1,544 1,514 12,409 ― 12,409

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― ― ― ― ― ―

計 9,350 1,544 1,514 12,409 ― 12,409

営業費用 7,713 2,157 1,591 11,463 714 12,177

営業利益又は 
営業損失(△)

1,636 △613 △76 946 (714) 232

酸化鉄事業 
 

(百万円)

電池材事業
 

(百万円)

その他の事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,252 2,623 925 12,801 ― 12,801

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― ― ― ― ― ―

計 9,252 2,623 925 12,801 ― 12,801

営業費用 7,887 2,802 943 11,632 804 12,437

営業利益又は 
営業損失(△)

1,365 △178 △17 1,168 (804) 364



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

  (1) 酸化鉄事業‥‥‥‥‥磁性粉末材料、フェライト材料、各種着色材料 

  (2) 電池材事業‥‥‥‥‥リチウムイオン電池正極材料 

  (3) その他の事業‥‥‥‥ダイオキシン抑制システム、土壌改質剤、合成樹脂用安定剤、半導体装置等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,594百万円）の主なものは、親会社の本

社管理部門に係る費用であります。 

  

酸化鉄事業 
 

(百万円)

電池材事業
 

(百万円)

その他の事業
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

18,714 3,653 2,130 24,498 ― 24,498

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― ― ― ― ― ―

計 18,714 3,653 2,130 24,498 ― 24,498

営業費用 15,767 4,659 2,241 22,669 1,414 24,083

営業利益又は 
営業損失(△)

2,946 △1,006 △111 1,829 (1,414) 415



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

   

 
(注) 国別により区分しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) 国別により区分しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) 国別により区分しております。 

  

日本 
 

(百万円)

ドイツ 
 

(百万円)

アメリカ
 

(百万円)

中国
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,139 197 969 102 12,409 ― 12,409

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,091 31 14 111 1,248 (1,248) ―

計 12,230 229 984 213 13,658 (1,248) 12,409

営業費用 12,095 239 926 184 13,445 (1,268) 12,177

営業利益又は 
営業損失(△)

135 △10 57 29 212 19 232

日本 
 

(百万円)

ドイツ 
 

(百万円)

アメリカ
 

(百万円)

中国
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,379 196 1,002 223 12,801 ― 12,801

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,143 76 ― 32 1,253 (1,253) ―

計 12,523 273 1,002 255 14,054 (1,253) 12,801

営業費用 12,250 264 976 242 13,733 (1,296) 12,437

営業利益 272 9 25 12 320 43 364

日本 
 

(百万円)

ドイツ 
 

(百万円)

アメリカ
 

(百万円)

中国
 

(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

21,899 383 1,994 221 24,498 ― 24,498

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,362 83 16 188 2,650 (2,650) ―

計 24,261 467 2,010 410 27,149 (2,650) 24,498

営業費用 23,900 502 1,928 369 26,701 (2,617) 24,083

営業利益又は 
営業損失(△)

360 △34 82 40 448 (33) 415



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 各区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国 

(1) 北アメリカ………アメリカ 

(2) アジア……………韓国、中国、香港 

(3) ヨーロッパ………フランス、ドイツ、イギリス 

(4) その他の地域……ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 各区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国 

(1) 北アメリカ………アメリカ 

(2) アジア……………中国、韓国、香港 

(3) ヨーロッパ………フランス、ドイツ、イギリス 

(4) その他の地域……ブラジル 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 各区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国 

(1) 北アメリカ………アメリカ 

(2) アジア……………韓国、中国、タイ、香港 

(3) ヨーロッパ………フランス、イギリス、ドイツ 

(4) その他の地域……ブラジル、オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

北アメリカ アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,090 946 429 66 2,533

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 12,409

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

8.8 7.6 3.5 0.5 20.4

北アメリカ アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,258 1,026 425 18 2,729

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 12,801

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.8 8.0 3.3 0.2 21.3

北アメリカ アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,325 2,094 831 139 5,390

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 24,498

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.5 8.5 3.4 0.6 22.0



（１株当たり情報） 

  

 
(注) 算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

   
 ２．１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 602.68円 １株当たり純資産額 606.44円 １株当たり純資産額 604.65円

１株当たり中間純利益 1.98円 １株当たり中間純利益 5.86円 １株当たり当期純利益 4.53円

  なお、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益については、潜在株
式が存在しないため記載しており
ません。

  なお、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益については、潜在株
式が存在しないため記載しており
ません。

 なお、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益については、潜在株
式が存在しないため記載しており
ません。

項 目
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の
合計額         （百万円）

― 28,721 ―

普通株式に係る純資産額 （百万円） ― 28,499 ―

差額の主な内訳 
   少数株主持分        （百万円） ― 221 ―

普通株式の発行済株式数  （千株） ― 48,391 ―

普通株式の自己株式数   （千株） ― 1,397 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数      （千株）

― 46,993 ―

項 目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)純
利益           （百万円）

93 276 213

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
            （百万円）

93 276 213

普通株式の期中平均株式数 （千株） 47,236 47,172 47,226



（重要な後発事象） 

  
前中間連結会計期間間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――

 

１ 当社は、平成18年９月22日開催

の取締役会決議に基づいて、平成18

年10月１日付で、当社が保有する富

士化水工業株式会社のＡ種優先株式

を普通株式に転換し、当社の持分法

適用会社である同社を子会社化いた

しました。

(1) 主旨及び目的

  ：業容の拡充によるビジネスの

強化のため

(2) 会社名

  ：富士化水工業株式会社

(3) 所在地

  ：東京都品川区東五反田

(4) 設立年月

  ：昭和32年12月

(5) 事業内容

  ：環境エンジニアリング事業

(6) 決算期

  ：１月末日

(7) 資本金

  ：980百万円

(8) 売上高

  ：4,163百万円
(平成18年1月期）

(注)決算期の変更により事業

期間が６ヶ月になってい

ます。

(9) 所有株式の状況

異動前 普通株式 342,000株

（所有割合 34.9％）

Ａ種優先株式 980,000株

（所有割合 100％）

取得 普通株式 1,960,000株

異動後 普通株式 2,302,000株

（所有割合 78.3％）

Ａ種優先株式 －株

当社は、平成18年６月９日開催の
取締役会において、会社法第165条第
２項の規定に基づき、自己株式を取
得することを決議いたしました。 
(1) 理由 
  ：資本効率の向上及び今後の経 
   営環境の変化に対応した機動的
   な資本政策を図るため 
(2) 取得する株式の種類 
  ：普通株式 
(3) 取得する株式の数 
  ：700,000株(上限) 
(4) 株式取得価額の総額 
  ：350,000千円(上限) 
(5) 自己株式取得の日程 
  ：平成18年６月12日から 
   平成18年12月22日まで



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― ２ 平成18年10月21日開催の取締役

会において、子会社の設立を決議

し、平成18年10月31日に設立いたし

ました。 

(1) 主旨及び目的 

   ：アジアにおいて発展の著しい 

   家電・情報電子機器製造関連 

   メーカーに対して、フェライ 

   ト材料を供給するため 

(2) 会社名 

  ：戸田フェライトコリア 

           株式会社 

(3) 所在地 

  ：大韓民国 釜山広域市江西区 

(4) 設立年月 

  ：平成18年10月31日 

(5) 事業内容 

  ：フェライト材料の製造販売等 

(6) 資本金 

  ：50百万ウォン 

   （発行済株式数10,000株） 

(7) 株主構成 

  ：当社（所有割合100％） 

 

―――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  １ 現金及び預金 1,574 1,399 1,081

  ２ 受取手形 ※３ 537 166 221

  ３ 売掛金 7,603 6,983 7,761

  ４ たな卸資産 3,761 3,810 3,277

  ５ その他 ※４ 1,164 753 770

  ６ 貸倒引当金 △ 4 △0 △ 4

   流動資産合計 14,638 35.84 13,113 33.23 13,107 33.41

Ⅱ 固定資産

  １ 有形固定資産

   (1) 建物 ※２ 4,402 4,375 4,483

   (2) 機械及び装置 ※２ 6,844 6,188 6,487

   (3) 土地 5,867 5,867 5,867

   (4) 建設仮勘定 277 1,096 404

   (5) その他 ※２ 1,105 1,105 1,106

   有形固定資産合計 ※１ 18,497 18,633 18,349

  ２ 無形固定資産 150 93 111

  ３ 投資その他の資産

   (1) 投資有価証券 3,737 4,385 4,437

   (2) その他 3,985 3,436 3,438

   (3) 貸倒引当金 △ 162 △ 203 △ 214

   投資その他の資産合計 7,559 7,618 7,661

   固定資産合計 26,208 64.16 26,346 66.77 26,122 66.59

   資産合計 40,846 100.00 39,459 100.00 39,230 100.00



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 2,476 2,394 2,151

２ 短期借入金 4,300 2,200 2,800

３
１年以内返済予定の 

長期借入金
― 1,000 ―

４ 未払法人税等 32 134 139

５ 賞与引当金 286 211 268

６ 役員賞与引当金 ― 4 ―

７ その他 ※４ 1,308 1,651 1,032

   流動負債合計 8,404 20.57 7,597 19.26 6,392 16.30

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 1,500 500 1,500

２ 退職給付引当金 1,957 2,214 2,120

３ その他 29 29 29

   固定負債合計 3,486 8.54 2,743 6.95 3,649 9.30

   負債合計 11,890 29.11 10,340 26.21 10,042 25.60

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,562 13.61 ― ― 5,562 14.18

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 15,552 ― 15,552

２ その他資本剰余金 0 ― 0

   資本剰余金合計 15,553 38.08 ― ― 15,553 39.64

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 1,110 ― 1,110

２ 任意積立金 6,552 ― 6,552

３ 中間(当期)未処分利益 330 ― 395

   利益剰余金合計 7,992 19.57 ― ― 8,058 20.54

Ⅳ その他有価証券  
   評価差額金

342 0.84 ― ― 517 1.32

Ⅴ 自己株式 △ 494 △1.21 ― ― △ 503 △ 1.28

   資本合計 28,956 70.89 ― ― 29,188 74.40

   負債資本合計 40,846 100.00 ― ― 39,230 100.00



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,562 14.09 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 15,552 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 0 ―

   資本剰余金合計 ― ― 15,553 39.42 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,110 ―

  (2) その他利益剰余金

    特別償却積立金 ― 27 ―

    固定資産圧縮積立金 ― 72 ―

    別途積立金 ― 6,455 ―

    繰越利益剰余金 ― 445 ―

   利益剰余金合計 ― ― 8,110 20.55 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △ 601 △ 1.52 ― ―

   株主資本合計 ― ― 28,625 72.54 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 その他有価証券
― 493 ―

 評価差額金

   評価・換算差額等合計 ― ― 493 1.25 ― ―

   純資産合計 ― ― 29,118 73.79 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 39,459 100.00 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 12,205 100.00 12,500 100.00 24,206 100.00

Ⅱ 売上原価 10,441 85.55 10,571 84.57 20,519 84.77

   売上総利益 1,764 14.45 1,928 15.43 3,686 15.23

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,529 12.53 1,533 12.27 3,040 12.56

   営業利益 234 1.92 395 3.16 646 2.67

Ⅳ 営業外収益 ※１ 135 1.11 87 0.70 233 0.96

Ⅴ 営業外費用 ※２ 35 0.29 31 0.25 57 0.23

   経常利益 334 2.74 451 3.61 822 3.40

Ⅵ 特別利益 ※３ 129 1.06 3 0.03 241 1.00

Ⅶ 特別損失 ※４ 213 1.75 74 0.60 374 1.55

   税引前中間(当期)純利益 250 2.05 380 3.04 689 2.85

   法人税、住民税 
   及び事業税

13 97 262

   法人税等調整額 110 123 1.01 41 139 1.11 45 307 1.28

   中間(当期)純利益 126 1.04 241 1.93 381 1.57

   前期繰越利益 203
 

203

   中間配当額 ― 188

   中間(当期)未処分利益 330 395



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,562 15,552 0 15,553

中間会計期間中の変動額

 特別償却積立金の取崩

 特別償却積立金の積立

 剰余金の配当

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 5,562 15,552 0 15,553

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 
合計特別償却

積立金
固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,110 24 72 6,455 395 8,058 △ 503 28,670

中間会計期間中の変動額

 特別償却積立金の取崩 △ 6 6 ― ―

 特別償却積立金の積立 8 △ 8 ― ―

 剰余金の配当 △ 188 △ 188 △ 188

 中間純利益 241 241 241

 自己株式の取得 △ 97 △ 97

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

―

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― 2 ― ― 50 52 △ 97 △ 45

平成18年９月30日残高(百万円) 1,110 27 72 6,455 445 8,110 △ 601 28,625

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 517 517 29,188

中間会計期間中の変動額

 特別償却積立金の取崩 ―

 特別償却積立金の積立 ―

 剰余金の配当 △ 188

 中間純利益 241

 自己株式の取得 △ 97

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△ 24 △ 24 △ 24

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △ 24 △ 24 △ 69

平成18年９月30日残高(百万円) 493 493 29,118



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

    移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

  ②  その他有価証券

    時価のあるもの

   中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定）

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

  中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定）

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

  期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定）

    時価のないもの

  移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

 (2) たな卸資産

   先入先出法による原価法

 (2) たな卸資産

   総平均法による原価法

 (2) たな卸資産

   先入先出法による原価法

  （会計方針の変更） 

 仕入価格の変動を平準化する

ことで、たな卸資産をより適正

に評価するため、先入先出法に

よる原価法から総平均法による

原価法に変更いたしました。こ

の変更により、従来の方法に比

べ営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益は46百万円減少し

ております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定額法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

   ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用

   均等償却をしております。

   なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

 (3) 長期前払費用

同左

 (3) 長期前払費用

同左



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

 (2) 賞与引当金

同左 

 

 

 (2) 賞与引当金

同左

 (3) 役員賞与引当金

   役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、当事業年度

における支給見込額に基づき、

当中間会計期間に見合う分を計

上しております。

  （会計方針の変更）

   当中間会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４号）を適

用しております。 

 この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益が4百万円減少

しております。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。

   数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による按分額を

それぞれ発生の翌期より費用処

理しております。

 (4) 退職給付引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き当期末において発生している

額を計上しております。

   数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による按分額を

それぞれ発生の翌期より費用処

理しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

       ――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日  企業会計基

準第１号）及び「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準適用指針第２号）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は29,118百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

       ―――

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益は21

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該資産の金額から直接控除

しております。

       ――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これにより税引前当期純利益は21

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

34,292百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

35,718百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

35,015百万円

 

※２ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている

国庫補助金の圧縮記帳額は次の

とおりであります。

建物 0百万円

機械及び装置 42百万円

その他 95百万円
 

※２ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている

国庫補助金の圧縮記帳額は次の

とおりであります。

建物 0百万円

機械及び装置 42百万円

その他 100百万円
 

※２ 圧縮記帳

   取得価額から控除されている

国庫補助金の圧縮記帳額は次の

とおりであります。

建物 0百万円

機械及び装置 42百万円

その他 100百万円

       ――― ※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしており

ます。 

 なお、当中間会計期間末日

が、金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が、中間会計期間末残高に

含まれております。

受取手形      5百万円

       ―――

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

 

       ―――



（中間損益計算書関係） 

  

 
  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議に基づく買取りによる増加  200千株 

   単元未満株式の買取りによる増加      13千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の市場への処分による減少    0千株 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1)※１ 営業外収益の重要項目

受取利息 12百万円

受取配当金 10百万円

為替差益 64百万円

(1)※１ 営業外収益の重要項目

受取利息 27百万円

受取配当金 13百万円

(1)※１ 営業外収益の重要項目

受取利息 17百万円

受取配当金 23百万円

為替差益 105百万円

  ※２ 営業外費用の重要項目

支払利息 18百万円

  ※２ 営業外費用の重要項目

支払利息 14百万円

  ※２ 営業外費用の重要項目

支払利息 34百万円

 

  ※３ 特別利益の重要項目

災害補償金
収入

124百万円

 

      ―――   ※３ 特別利益の重要項目

災害補償金
収入

124百万円

子会社出資
金取崩為替
差益

83百万円

営業補償金
収入

27百万円

 

 

  ※４ 特別損失の重要項目

固定資産処
分損

18百万円

貸倒引当金
繰入額

136百万円

なお、固定資産処分損の

内訳は次のとおりでありま

す。

建物 0百万円

構築物 0百万円

機械及び装
置

15百万円

工具器具備
品

1百万円

撤去工事費 0百万円

計 18百万円

      ―――

 

  ※４ 特別損失の重要項目

固定資産処
分損

39百万円

投資有価証
券評価損

89百万円

貸倒引当金
繰入額

188百万円

なお、固定資産処分損の

内訳は次のとおりでありま

す。

建物 2百万円

構築物 1百万円

機械及び装
置

24百万円

工具器具備
品

3百万円

撤去工事費 7百万円

計 39百万円

(2) 減価償却実施額

有形固定資産 898百万円

無形固定資産 40百万円

(2) 減価償却実施額

有形固定資産 856百万円

無形固定資産 22百万円

(2) 減価償却実施額

有形固定資産 1,748百万円

無形固定資産 79百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 1,184 213 0 1,397



（リース取引関係） 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

1,089 452 637

有形固定 
資産「そ
の他」 
（工具器
具及び備
品）

191 91 99

合計 1,281 544 736

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産等の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

1,665 703 961

有形固定 
資産「そ
の他」 
（工具器
具及び備
品）

119 52 67

合計 1,784 755 1,029

 (注)    同左
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械及び
装置

1,665 586 1,078

有形固定
資産「そ
の他」 
（工具器
具及び備
品）

197 110 87

合計 1,862 696 1,165

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 197百万円

１年超 539百万円

合計 736百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 253百万円

１年超 776百万円

合計 1,029百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 263百万円

１年超 902百万円

合計 1,165百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産等の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。

 (注)    同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1)支払リース料 89百万円

(2)減価償却費相当額 89百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1)支払リース料 170百万円

(2)減価償却費相当額 170百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

(1)支払リース料 236百万円

(2)減価償却費相当額 236百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

（１株当たり情報） 

  

 
(注) 算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

    
 ２．１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 613.14円 １株当たり純資産額 619.62円 １株当たり純資産額 618.29円

１株当たり中間純利益 2.68円 １株当たり中間純利益 5.12円 １株当たり当期純利益 8.07円

  なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。

  なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。

  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。

項 目
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の合計額 
                       （百万円）

― 29,118 ―

普通株式に係る純資産額 （百万円） ― 29,118 ―

差額の主な内訳     （百万円） ― ― ―

普通株式の発行済株式数  （千株） ― 48,391 ―

普通株式の自己株式数   （千株） ― 1,397 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数         （千株）

― 46,993 ―

項 目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当期)純利
益              （百万円）

126 241 381

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳          （百万円）

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
            （百万円）

126 241 381

普通株式の期中平均株式数 （千株） 47,236 47,172 47,226



（重要な後発事象） 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――

 

１ 当社は、平成18年９月22日開催

の取締役会決議に基づいて、平成18

年10月１日付で、当社が保有する富

士化水工業株式会社のＡ種優先株式

を普通株式に転換し、当社の持分法

適用会社である同社を子会社化いた

しました。

(1) 主旨及び目的

  ：業容の拡充によるビジネスの

強化のため

(2) 会社名

  ：富士化水工業株式会社

(3) 所在地

  ：東京都品川区東五反田

(4) 設立年月

  ：昭和32年12月

(5) 事業内容

  ：環境エンジニアリング事業

(6) 決算期

  ：１月末日

(7) 資本金

  ：980百万円

(8) 売上高

  ：4,163百万円
(平成18年1月期）

(注)決算期の変更により事業

期間が６ヶ月になってい

ます。

(9) 所有株式の状況

異動前 普通株式 342,000株

（所有割合 34.9％）

Ａ種優先株式 980,000株

（所有割合 100％）

取得 普通株式 1,960,000株

異動後 普通株式 2,302,000株

（所有割合 78.3％）

Ａ種優先株式 －株

当社は、平成18年６月９日開催の
取締役会において、会社法第165条第
２項の規定に基づき、自己株式を取
得することを決議いたしました。 
(1) 理由 
  ：資本効率の向上及び今後の経 
   営環境の変化に対応した機動的
   な資本政策を図るため 
(2) 取得する株式の種類 
  ：普通株式 
(3) 取得する株式の数 
  ：700,000株(上限) 
(4) 株式取得価額の総額 
  ：350,000千円(上限) 
(5) 自己株式取得の日程 
  ：平成18年６月12日から 
   平成18年12月22日まで



 
  

(2) 【その他】 

平成18年11月14日開催の取締役会において、第74期中間配当について次のとおり決議いたしました。

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― ２ 平成18年10月21日開催の取締役

会において、子会社の設立を決議

し、平成18年10月31日に設立いたし

ました。 

(1) 主旨及び目的 

   ：アジアにおいて発展の著しい 

   家電・情報電子機器製造関連 

   メーカーに対して、フェライ 

   ト材料を供給するため 

(2) 会社名 

  ：戸田フェライトコリア 

           株式会社 

(3) 所在地 

  ：大韓民国 釜山広域市江西区 

(4) 設立年月 

  ：平成18年10月31日 

(5) 事業内容 

  ：フェライト材料の製造販売等 

(6) 資本金 

  ：50百万ウォン 

   （発行済株式数10,000株） 

(7) 株主構成 

  ：当社（所有割合100％）

―――

中間配当金の総額 187百万円

１株当たり中間配当額 ４円

支払請求権の効力発生日 
及び支払開始日

平成18年12月８日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

 
 

(1)有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第73期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。

 
 

 
(2)自己株券買付状 
  況報告書

 
平成18年７月10日 
平成18年８月２日 
平成18年９月１日 
平成18年10月２日 
平成18年11月９日 
平成18年12月８日 
関東財務局長に提出。

 
 

 
(3)臨時報告書

 
企業内容等の開示に関
する内閣府令第19条第
２項第３号（特定子会
社の異動）に基づくも
の

 
平成18年10月２日 
関東財務局長に提出。

 
 

 
(4)半期報告書の 
   訂正報告書 
  

 
事業年度 
(第73期中)

 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 
 
 

 
平成18年11月30日 
関東財務局長に提出。 
 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

戸田工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている戸田工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、戸田工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用

しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  蔵  田   修    ㊞

※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月12日

戸田工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている戸田工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、戸田工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成18年10月1日付で富士化水工業株式会社の優先株式を普通

株式に転換することにより、同社を子会社化した。また、会社は、平成18年10月21日開催の取締役会におい

て、100%子会社戸田フェライトコリア株式会社の設立を決議し、平成18年10月31日に設立している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  友  田  民  義  ㊞

※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

戸田工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている戸田工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第73期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、戸田工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

   

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  蔵  田   修    ㊞

※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月12日

戸田工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている戸田工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第74期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、戸田工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成18年10月1日付で富士化水工業株式会社の優先株式を普通

株式に転換することにより、同社を子会社化した。また、会社は、平成18年10月21日開催の取締役会におい

て、100%子会社戸田フェライトコリア株式会社の設立を決議し、平成18年10月31日に設立している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  友  田  民  義  ㊞

※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。
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